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研究成果の概要（和文）：一時的な預かりサービスについて、子を預ける場所別の分析を実施し、次を明らかに
した。
1）サービスは親の体調不良やリフレッシュの場面においても求められており、希望が実態を上回る。ただし、
預かり手宅でのサービスについて、未利用者の希望は顕著に少ない。2）未利用者は、自宅でのプライバシー侵
害や、預かり手宅での密室不安が強い。3）二項ロジスティック回帰分析の結果、自宅希望には、産休・育休中
であること、施設希望には、3歳未満児のみであることなどが、有意に影響を与えていることがわかった。

研究成果の概要（英文）：Analysis by place of entrustment revealed the following:
1) Services are also demanded when parents are having a tough time or need to refresh themselves, 
with demand exceeding supply. However, there is a significantly small number of requests from 
non-users for services in the home of a person left in charge of a child. 2) Non-users have strong 
concerns regarding invasion of privacy in their house and a closed-door environment in the home of a
 person left in charge of a child. 3) Binomial logistic regression analysis revealed that for those 
who wanted to use such a service at their home, being on maternity or childcare leave was 
significant, and for those who preferred a facility, having only a child under 3 years old was 
significant.

研究分野：住環境計画
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研究成果の学術的意義や社会的意義
閉鎖型住宅の問題点について、訪問型サービスの利用という観点から科学的に言及している。日常的に近隣の様
子を窺い知れない閉鎖的な住環境下では、自宅での預かりを躊躇する例が多いという、人間の行動と環境の相互
作用関係の解明である。
一方、自宅でも担い手宅でもない施設での一時的な預かり希望の多さ、未利用者においても抵抗感が少なく、複
数の目が届く安心感への評価が高いことは、住環境にいかにケアサービスを組み込むかという問いに対して、サ
ロンなど地域の居場所を活用した地域住民による託児という提案検証調査に繋がった。実現にあたり検討事項は
多いものの、地域における子育て包括支援のあり方への提案へ発展させるものである。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
（1）第三者の関与を前提とした住環境計画のあり方が未確立である 
 かつて、明治から大正期の住まいは、来客や女中など、日常的な第三者の関与を前提として作
られてきたが、近年、女中はもちろん、来客もほとんどないことが一般的であり、住まいは家族
のみの極めて私的な空間となった。 
ところが現代、世帯規模の縮小、共働きの一般化に伴い、高齢の親の扶養のみならず、子育て
においても、ベビーシッターなど自宅訪問による第三者の関与が見られるようになった。 
 しかし、第三者の関与を前提とした子育て期の住まいづくりや、これを支える地域のあり方に
ついての計画論は、未確立である。 
 
（2）自宅での子の預かりに際して、閉鎖型住空間に弊害がありそうだ 
 申請者はこれまでに、自宅での子の預かりサービス利用者を対象とした調査を通して、住空間
構成とプライバシー意識との関わりを検証してきた①。その結果、近隣からの視線を遮るだけで
なく、時に近隣の様子を伺い知ることができるという調整（選択）ができない住空間では、自宅
での預かりサービス利用時の住戸内プライバシー侵害感を示す事例が相対的に多いことを見出
した。近隣の様子がわからないことは、第三者に対する警戒心や不安を日常的に醸成し、サービ
ス利用におけるプライバシー獲得要求や侵害感を過度に高めるというメカニズムが働いている
ためだと考えられる。 
 
２．研究の目的 
 以上の認識の元、本研究では我が国における自宅への訪問型サービスのニーズを捉えつつ、そ
の利用に対する抵抗感と住空間との関わりの解明を通して、住空間による対応の可能性と限界
を見極めること、その上で自宅訪問型に代わるサービスのあり方について検証することを目的
としている。 
 子育て世帯に必要な直接的援助の中でも、子の一時的な預かりという育児の代行サービスに
着目し、これらを子育て世帯向けの住環境の中にいかに組み込み、計画、運営するのかという研
究へ発展させることを目指すものである。 
 
３．研究の方法と調査対象の概要 
3.1 子育て世帯の一時的な預かりサービスへのニーズを明らかにする 
子の預かりサービスが展開される場所は、自宅、預かりの担い手の自宅（以下、担い手宅）、
保育園・地域子育て支援拠点・託児所などの施設の３つに分けることができる。利用者である親
の視点に立てば、どこで提供されるサービスなのかは、利用を促進あるいは抑制する要素の一つ
であり、また預ける場所によって、預ける場面や世帯の状況も異なるだろうと予測される。 
そこで本研究では、子育て世帯を対象としたアンケート調査を通して、一時的な預かりサービ
スへの希望とその特性を、３タイプの場所別に捉えている。具体的には、一時的な預かりの希望
を目的変数とし、回答者の属性（子の年齢構成、妻の就業状況、祖父母宅への時間距離やサポー
ト頻度）や、住環境の物理的特性（住宅の種類、居室数や住戸プラン）という説明変数との関係
を捉えるという方法をとっている。 
まず調査対象エリアとして、転入超過の地域を対象とした。これらの地域では、祖父母宅と対
象世帯との距離が離れており、日常的に援助を受けることが困難であるケースが多いことが予
測されるためである。家族というネットワークに援助を求めることが難しいケースが増えると
予測される、これからの子育て世帯の住環境のあり方を検討する上で、適すると考えた。 
 次に、その地域の中でも一般的な子育て世帯の声を捉えるべく、比較的低料金（時間あたり
1000 円前後）のサービスについて、公的・民間サービスの会員両者に対して調査を実施した。 
 
3.2 訪問型以外のサービス展開可能性の検討 
自宅への訪問型以外のサービスの展開可能性を検討することを目的に、一時的な預かりサー
ビス事業者へのインタビュー調査を実施した。具体的には、運営費負担と場所（家賃負担）の 2
軸で整理し、各々の課題や実現可能性について、事業者に問うた。 
対象事業者は、3.1 と同様に転入超過エリアにて一時的な預かりサービスを展開する事業者の
うち、協力の得られた２社である。1つは株式会社であり、内閣府のベビーシッター派遣事業実
施主体として登録されており、同事業を中心とした一時的な預かりサービスの運営課題の全容
を把握するに効果的と考えた。もう 1つは、独自の方法で制度外の一時的な預かりを実施してい
る NPO 法人である。今後のサービス検討のためのヒントを得られると考えた。 
 
４．研究成果 
 本研究の成果は、現在査読付き論文に投稿中、あるいは執筆中であるものが多い。そのため、
以下は公開できる成果の一部である。 



4.1 公的サービス利用者に対する調査結果 
転入超過の自治体 Aのファミリー・サポート・センター事業の利用会員、並びに親子広場利用
者を対象に実施したアンケート調査にて回収できたサンプルのうち、夫婦と末子小学生までの
子からなる世帯を対象とした分析結果である。有効サンプル数は 256 件である。 
（1）利用実体と希望の関係 
保育園や子育て広場、民間の託児所等の施設、並びに預かってくれる担い手宅での一時的な預
かりは、過半を超える利用実態が見られた。前者は 3歳未満児のみの世帯に少なく、後者は妻が
就業する共働き世帯に多い。一方、自宅でサービスを利用したことのある例は 1/4 程度であり、
回答者属性との関連は認められなかった。 
希望は、いずれの場所においても実態を上回るが、利用したことのない世帯に比べ、利用した
ことのある世帯に希望が多いという利用実態別の差が見られる。この傾向は特に担い手宅にお
いて顕著であり、続いて自宅、最後に施設においてはその影響が最も小さい。 
（2）一時的な預かりを希望する場面 
多いのは、回答者である妻「自身の体調不良」時と「仕事」である。このうち、「自身の体調
不良」は、3 歳未満児のみの世帯において多い。同様の傾向は「リフレッシュ」にも指摘でき、
子の年齢が相対的に幼い産休・育休や主婦に目立つ。一方、「仕事」は妻就業や産休・育休に有
意に多く、子の年齢構成別の関連は認められない。 
（3）二項ロジスティック回帰分析による検証 
未利用者においても、一定の希望が見られる自宅、並びに施設について、一時的な預かり希望
という目的変数に寄与する説明変数の検証を目的に、二項ロジスティック回帰分析を行なった。
子の年齢構成や妻の就業状況という回答者の属性のほか、物理的な住環境の影響も、目的変数に
寄与する説明変数として確認されたが、詳細な結果については、現在査読付き論文に投稿中であ
るため、公表を控える。 
 
4.2 民間サービス利用者に対する調査結果 
 転入超過の自治体 B、Cにて展開されている民間 3施設での一時的な預かりサービスの利用者
に対して実施したアンケート調査の分析結果である。有効サンプル数は 100 件である。 
（1）“地域の居場所を活用した地域住民による託児サービス”の利用意向を調査 
 民間サービス利用者に対しては、4.1 と同様の調査項目に加え、自宅訪問型の代替サービスと
して、近年増えている地域住民によるサロンやコミュニティカフェなど地域の居場所を活用し
た一時的な預かりサービスへの希望について問うた。ファミリー・サポート・センター事業と同
様、一定の研修を受講した地域住民による預かりである。 
分析結果は、現在査読付き論文を執筆中であるため、公表を控える。 
 
4.3 一時的な預かりサービスの事業者に対する調査 
 転入超過の自治体 A、Dにて事業を展開している株式会社 Aと NPO 法人 Bの代表者に対するイ
ンタビュー調査結果である。内容は、自宅訪問型や施設での一時的な預かりの事業性、ならびに
代替サービスに対する意見である。 
（1）一時的な預かりサービス単独での事業成立は困難 
まず、安定した利用が得られない事業を安全な基準で実施することの困難さがある。認可外保
育施設指導監督基準に基づいて 6 人以上の託児を実施する場合には、スタッフを常に 2 名以上
配置する必要がある。一方、一時的・不定期な預かりは利用が読めない。そのため、家賃など固
定費を抑えることができたとしても、スタッフの人件費回収が大きなハードルとなる。 
次に、適する環境にある施設にて運営することの困難さがある。駅前商業施設の 4階で実施し
ていた際には、利便性の良さからか予約も多く、稼働率も高かったそうだ。しかし、震災を経験
し、避難経路の確保が困難であることを痛感。子どもを預かる場所としては不安が大きいため、
営業をやめた例が聞かれた。非常時の避難経路として、安全上望ましいのは 1、2 階であるが、
テナント料も上がるため、拠点とするのは困難である。一方、郊外部のマンションの空室にて実
施した際には、駅前ほど予約が伸びず、事業の継続が困難であったとのこと。 
 つまり、人件費と家賃の両方の固定費に対して、利用数が安定しないサービス単独で事業とし
て成立させることは困難であることが、両社から指摘された。 
 
（2）地域の居場所を活用した事業の展開可能性 
 現に NPO 法人 Bは、居場所事業主の理解の元、一時的な預かりを場所代無し、スタッフへの人
件費のみで実施している。他の事業と合計して収益を上げていれば人件費支払いも可能なこと、
一方で保育の質や、預かる場所の安全性の確保の検討が必要であることが指摘された。 
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